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１．序文

１９９０年９月２９日及び３０日の両日、ニューヨークの国連本部において７１ヵ国

の元首・首脳が参集し 「子供のための世界サミット」が開催された。我が国よりは、海、

部総理（当時）が出席し、テーマ３「子供の発育促進」において基調演説を行った。同

サミットにおいては 「子供の生存、保護及び発育に関する世界宣言」及び「世界宣言を、

実施するための行動計画」が採択され、児童の生存、発育及び保護のための７つの主要

目標を定めるとともに、この目標達成のため、１０項目の分野における具体的行動を要

請している。

我が国は 「世界宣言を実施するための行動計画」パラ３４（ａ）に基づき、１９９１、

年１２月に国内行動計画を作成した。その後、ブトロス・ガーリ国連事務総長（当時）

の要請を契機とし、１９９６年７月に中間レビューを行った他、第４回東アジア・太平

"Fourth East Asia and Pacific Ministerial洋地域子供サミットに関する大臣会合（

）の際、１９９Consultation on Goals for Children and Development Towerd the Year 2000"
８年１０月に中間レビューを行った。

本件国別報告書は、２００１年９月の「子供のための世界サミット」フォローアップ

特別総会開催に向け 「子供のための世界サミット」以降の我が国の取り組みにつきレビ、

ューすることを目的として作成したものである。

２ 「行動計画」に基づき採られた措置とその成果、今後の課題．

（１）総論

（ ） 、 （ ） 、 ， （ ．イ 現在 我が国の児童 １８歳未満の人口 数は ２ ３２６万人 総人口比１８

４％ 、児童のいる世帯は、１，３１７．２万世帯（総世帯比２９．３％）であり、１９）

９１年１２月の「西暦２０００年に向けての国内行動計画」作成時に比べ（総人口比２

３．０６％、総世帯比３８．５％ 、少子化が着実に進行しており大きな問題となってい）

る。我が国は、かかる少子化傾向に歯止めをかけるべく新たな施策を講じており、今後

もかかる施策の継続に努めていきたい。

（ロ）また、我が国は、特に第２次世界大戦後、福祉面及び教育面における諸施策の拡

充・発展に努めており、いずれも高い水準の実績を上げている（統計資料参照 。今後。）

もこれを継続していくことにより、総合的な児童・家庭福祉施策の充実及び基礎教育の

普及に努めていきたい。

（ハ）他方、近年、我が国では社会の高度化、複雑化により、児童や家庭を取り巻く環

境は大きく変化しており、児童買春・児童ポルノ、いじめ、非行、自殺、薬物乱用、児

童虐待などの新しい問題が深刻化している。我が国としては、かかる問題への早急かつ

効果的な対応が求められているところである。

（ニ）我が国は 「世界宣言を実施するための行動計画」パラ３４（ａ）に基づき、１９、

９１年１２月に国内行動計画を作成し、その後１９９６年及び１９９８年の２回、国内

。 、 「 」行動計画の見直しを行った また 我が国は１９９０年の 子供のための世界サミット

における「宣言」及び「行動計画」の採択以降、開発途上国における児童の生存・健康

の確保、基礎教育の普及に努めている。



（２）我が国の児童をめぐる現状と施策

（イ）児童の権利条約

（ａ）採られた措置と成果

１９９０年９月、我が国は、児童の権利に関する条約に署名し、１９９４年４月に同

条約を批准した。その後、１９９６年５月に第１回政府報告を提出、１９９８年６月、

児童の権利委員会より第１回政府報告に関する最終見解が出された。

同条約は、すべての児童の人権の尊重、確保を具体的に実現していくための重要な原

則を定めたものであるため、ポスター、パンフレット等を作成し、児童を含め広く国民

に対し条約の周知徹底に努めている。また、我が国における条約の効力発生（１９９４

） 、 「 」 、年５月 を契機として １９９４年から 子どもの人権専門委員 制度を導入したほか

専用相談電話「子どもの人権１１０番」を各法務局・地方法務局に設置するなどして、

児童の人権問題解決に取り組み、条約の効果的な実施に向けて様々な施策の充実を図っ

た。

（ｂ）今後の課題

我が国は、１９９８年６月の児童の権利委員会による最終見解の内容を検討し、適切

な対応をとるよう努めている。２００１年５月を目途に第２回政府報告を提出する予定

である。

児童の人権をめぐる問題について、法務省の人権擁護機関において、これまでの取組

のほかに、国民に親しみやすいテーマや表現を用いるなど創意工夫を凝らした啓発活動

により、条約内容の周知徹底を図る。また、関係機関とのネットワーク作りを一層押し

進めるとともに、具体的事案においても、これら関係機関との連携を図りながら、児童

の権利保護に努める。

（ロ）疾病予防、保健衛生

（ａ）採られた措置と成果

〇 疾病の予防について、我が国は、法律に基づく子供を対象とした予防接種として、

１９９４年に破傷風を追加し、現在では、ジフテリア、ポリオ、日本脳炎、麻しん、風

しん、百日せき、結核の８疾病について実施している。また、感染症対策として、新興

・再興感染症にも的確に対応できる「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律」を新たに制定し、１９９９年４月から施行している。

〇 エイズ対策について、我が国は、毎年１２月１日の「世界エイズデー」を中心に公

共施設へのポスターの掲示、イベントの実施、リーフレットの配布等により、青少年を

、含む国民各層に対してエイズに関する正しい知識等の普及啓発活動を実施しているほか

エイズの蔓延防止及び患者・感染者に対する差別・偏見の解消等を図っている。また、

１９９３年度より、厚生科学研究費エイズ対策研究事業において、母子感染に関する研

究を行っている。２０００年３月には、我が国における母子感染率の低下を図るため、

同事業の研究成果を踏まえた「ＨＩＶ母子感染予防対策マニュアル」を作成したところ

である。

〇 母子保健について、我が国は、戦後の医学・医療技術の進歩や栄養水準の向上を背

景に、例えば、乳児死亡率の１０００対６０．１（１９５０年）から３．６（１９９８



年）への低減に見られるように飛躍的に向上し、世界でも最高の水準に達している。母

子保健対策については、妊娠した女性に対し母子健康手帳を交付し、母子の健康管理な

どに資するとともに、妊産婦や乳幼児に対する健康診査、保健指導を行い、疾病・発育

異常の早期発見、早期治療を図り、また適切な医療サービスの供給を行うなど、妊産婦

や乳幼児の健康の保持増進のために総合的な施策を推進しており、これらは母子保健の

水準の向上に大きく貢献している。

〇 安全で安定的な飲料水の供給は、子供の健康及び発育に不可欠であるが、我が国の

場合、水道水の普及率は極めて高く、１９９８年３月末で９６．４％となっている。ま

た、し尿と生活雑排水の適正処理の推進等により、環境衛生の面からも改善が図られて

きたところである。

（ｂ）今後の課題

〇 疾病の予防について、感染症の予防と感染症患者に対する良質かつ適切な医療の提

供等の国民の要請に応えるよう、感染症法の着実な施行に努める。

〇 エイズ対策については、１９９９年１０月に策定した「後天性免疫不全症候群に関

する特定感染症予防指針」に基づき、青少年に対して、きめ細かく効果的な施策を実施

していくことが重要である。そのため、今後、青少年を対象としたエイズに関する啓発

活動を図ることとしている。また、研究事業においては、ＨＩＶ感染男性とＨＩＶ非感

染女性夫婦において懸念される女性への二次感染を防ぐための研究開発、臨床応用の推

進等、一層の充実を図ることとしている。

〇 母子保健について、今後とも、健康診査、保健指導を推進するとともに、母子保健

施策の充実を図ることなどにより、更に母子保健の水準の維持・向上に努める。

〇 安全な飲料水の供給について、今後ともその施策の充実に努める。

（ハ）食料と栄養

（ａ）採られた措置と成果

我が国においては、一般的には母子の栄養不足という問題は既に解決されているが、

母乳栄養の推進に取り組むとともに、低所得者対策として、特に栄養の強化を必要とす

る妊産婦や乳幼児に対して、適切な栄養食品を支給する事業等を実施している。

（ｂ）今後の課題

今後とも、母乳栄養の推進に取り組むとともに、低所得者対策の推進を図る。

（ニ）女性の地位向上

（ａ）採られた措置と成果

〇 男女が、互いにその人権を尊重しつつも責任を分かち合い、性別に関わりなく、そ

の個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の形成を促進するため、

政府においては、１９９６年１２月に男女共同参画推進本部（本部長：内閣総理大臣、

副本部長：内閣官房長官、本部員：全閣僚）で決定した「男女共同参画２０００年プラ

ンー男女共同参画社会の形成の促進に関する平成１２年（２０００年）度までの国内計

画ー」に基づいた諸施策の推進に努めている。

また、１９９９年６月には、男女共同参画基本法が公布・施行された。同法は、男女



共同参画社会の形成についての基本理念として、①男女の人権の尊重、②社会における

制度又は慣行についての配慮、③政策等の立案及び決定への共同参画、④家庭生活にお

ける活動と他の活動の両立、⑤国際的協調を定め、国、地方公共団体及び国民の責務を

明らかにするとともに、男女共同参画基本計画の策定等、施策の基本となる事項を定め

ることにより、男女共同参画社会の形成を総合的、計画的に推進することを目的とする

ものである。これに基づき、２０００年１２月、政府は、男女共同参画基本計画を策定

した。

〇 我が国においては、妊娠・出産期に限らず、生涯を通じた女性の健康支援がリプロ

ダクティブ・ヘルス／ライツの観点から重要であることに鑑み、女性特有の健康問題等

についてのきめ細やかな相談指導を行う等、それぞれのライフステージに対応した保健

政策の推進を図っている。

、 、 、〇 我が国は １９９７年に労働基準法及び男女雇用機会均等法を改正し 募集・採用

配置・昇進について女性に対する差別を禁止し、企業名公表制度の創設、調停制度の改

善を行うなど男女雇用機会均等法を強化するとともに、女性労働者に対する時間外・休

日労働、深夜業の規制を解消した（１９９９年４月施行 。これにより、雇用分野におけ）

る男女の均等な機会の確保が図られた。

また、日本の女性が初めて参政権を行使した１９４６年４月１０日を記念して、１９

「 」（ 「 」）４９年から毎年４月１０日に始まる１週間を 女性週間 １９９７年までは 婦人週間

として、毎年「女性週間全国会議」を実施した。女性の地位の向上に関する取組は各地

方自治体、女性団体等に広がっており、これまでの広報・啓発の成果が上がっている。

更に、女性が働くことを積極的に支援するための拠点施設として、２０００年１月東

京都に「女性と仕事の未来館」を開館した。開館後は、女性の能力発揮のためのセミナ

ーや相談、女性起業家支援、女子学生・女子生徒の適切な職業選択のための情報その他

。 、働く女性に関する情報の提供等を行い女性の能力発揮を支援している 開館後の来館者

相談利用者、ホームページへのアクセス件数はかなりの数になっている。

〇 我が国は、女性のエンパワーメントを図るため、女性の学習要求に対応した学習機

会の充実、女性の能力を活用した社会参加の促進、女性教育のナショナルセンターであ

る国立女性教育会館を始めとする女性教育施設の整備、男女平等教育を推進する教育・

学習活動の充実を図っている。

〇 妊娠中及び出産後の女性労働者については、従来から産前産後休業、育児時間、危

険有害業務の就業制限等により保護されてきたところであるが、１９９７年の労働基準

法及び男女雇用機会均等法の改正により、多胎妊娠の場合の産前休業期間を１０週間か

ら１４週間に延長するとともに、妊娠中及び出産後の女性労働者の健康管理に関し、①

健康診査等を受けるために必要な時間の確保、②健康診査等に基づく指導事項を女性労

働者が守ることができるようにするための措置を事業主に対して義務化した（１９９８

年４月施行 。これにより、妊娠中及び出産後の女性労働者の健康の保護が強化された。）

（ｂ）今後の課題

〇 男女共同参画社会の形成の促進のため、男女共同参画社会基本法及び男女共同参画

基本計画に沿って施策を総合的に推進する。

〇 保健の分野において、新婚学級、母親（両親）学級等により母子保健に関する知識
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の普及を推進し、健やかな妊娠・出産を促すとともに、妊娠・分娩時に、母胎・胎児・

新生児を危険な状態に陥れる確率の高いハイリスク妊娠については、周産期の医療体制

の整備等により 早期発見 早期対応に今後とも努める また 我が国の妊産婦死亡 率、 、 。 、 （

にして出生１０万対６．１（１９９９年 ）に対しても適切な対策を講じることによりそ）

の低減に努める。

〇 雇用の分野において、男女の均等な機会の確保に向けた指導等に努めるとともに、

女性の能力発揮のためのセミナー、相談、女性起業家支援、働く女性に関する情報の提

供等女性の能力発揮を支援するための事業を実施していく。

〇 妊娠中及び出産後の女性労働者について、女性労働者が妊娠中及び出産後の期間を

通じてその健康を保持できるよう、労働基準法の母性保護規定の遵守を徹底させるとと

もに、男女雇用機会均等法に基づく母性健康管理の措置が的確に講じられるよう指導等

に努める。

（ホ）家庭の役割

（ａ）採られた措置と成果

〇 我が国においては、核家族化の進展や女性の社会進出等の家庭を取り巻く環境の変

化に伴い、家庭の持つ子供の養育機能が弱まりつつあることから家庭を支援するための

社会サービスの重要性が高まっている。

このため、１９９４年１２月に政府として進めるべき少子化対策の基本的指針として

「エンゼルプラン」を策定した。この施策の具体化の一環として、保育需要の多様化に

対応するために、同年同月に「緊急保育対策等５か年事業」を策定し、仕事と育児を両

立できるように支援しニーズの高い保育サービスの整備を図った。

また、１９９９年１２月に政府が中長期的に進めるべき総合的な少子化対策の指針と

して「少子化対策推進基本方針」を策定した。この基本方針において特に重点的に取り

組むことが必要な雇用、保育、母子保健、教育、住宅等の分野についての施策の具体的

実施計画、いわゆる「新エンゼルプラン」を同年同月に策定した。この「新エンゼルプ

ラン」は、仕事と育児の両立に係る負担感や子育ての負担感といった少子化の要因を緩

和し、安心して子育てができる環境整備を推進するものである。

更に、子育てしやすい環境整備の推進の一環として、保育施策においては、１９９７

年４月より保育所保育指針を改正し、児童の心身の発達、家庭や地域の実情に応じた適

切な保育の推進を図ったほか、１９９８年４月より改正児童福祉法が施行され、市町村

の措置（行政処分）により保育所へ入所する仕組みを、保育所に関する情報に基づき保

護者が希望する保育所を選択できる仕組みに改めるなどした。

その他、子供を育てる家庭に対する必要な支援策の充実を図るため、子育てに関する

悩みについて気軽に相談できるよう相談支援体制を整備している他、保護者が労働等に

より昼間家庭にいない小学校に就学している、概ね１０歳未満の児童に対し、授業の終

了後に児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る放

課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）を行うなどの施策を行っている。また、全

、 、ての教育の出発点である家庭教育を支援するため 親等に対する学習機会や情報の提供

親のための相談体制の充実・整備等、家庭教育支援施策の充実を図っている。



〇 育児休業制度について、１９９１年５月に「育児休業等に関する法律」が成立し、

１９９２年４月より施行されている（現在は「育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律 。同法は、①１歳に満たない子を養育する男女労」。）

働者は事業主に申し出ることにより育児休業を取得することができ、事業主は要件を満

たした労働者の申し出を拒否できないこと、②事業主は、育児休業を取得せず１歳に満

たない子を養育する労働者について、勤務時間の短縮等就労しつつ子を養育することを

容易にするための措置を講じなければならないこと、③１歳から小学校就学の始期に達

するまでの子を養育する労働者についても、育児休業制度等に準じて、必要な措置を講

。 、 、ずるよう努めなければならないことを定めている また １９９７年の同法改正により

小学校就学の始期に達するまでの子の養育を行う一定範囲の労働者が請求した場合にお

、 、 。いては 事業の正常な運営を妨げる場合を除き 深夜に労働してはならないこととした

、 、 、 、更に 同法は 国は 育児を行う労働者の雇用の継続その他その福祉の増進を図るため

事業主等に対して給付金の支給その他必要な援助を行うことができるとしており、これ

に基づき事業所内に託児施設を設置し運営する事業主に対し助成金を支給するなど、各

種助成金が支給されている。

育児休業が制度化され、育児休業制度の定着促進が進められてきたことにより１９９

６年の調査では育児休業制度の規定を有する５人以上規模事業所における出産者に占め

る育児休業取得者の割合は４９．１％であったのが、１９９９年の調査では５６．４％

と制度の普及が進んでいる。

（ｂ）今後の課題

〇 今後とも「新エンゼルプラン」に基づき、仕事と育児の両立に係る負担感や子育て

の負担感といった少子化の要因を緩和するため、保育所の整備等に努める。

〇 少子化の進行の中で、労働者が仕事と子育てを容易に両立できるようにすることは

大きな課題であり、労働者が安心して子供を産み育てることができる社会を形成してい

く上で重要である。このため、仕事と子育ての両立の促進に向け、育児休業制度の一層

の定着促進、育児休業を取得しやすく職場復帰しやすい職場環境づくり、就業しつつ子

育てを行いやすい職場環境づくりの促進に努める。

（ヘ）基礎教育と識字

（ａ）採られた措置と成果

〇 我が国では、小学校及び中学校の９年間が義務教育とされている。我が国の義務教

育就学率は制度発足（１９４７年）当初から一貫して９９％を上回っており、２０００

年では学齢児童・学齢生徒ともに９９．９８％となっている。

〇 我が国の非識字人口については、正確な統計資料はないが、１９９０年の国勢調査

による１５歳以上の未就学人口をみると、約２２万人で、１５歳以上人口の約０．２％

（男子約０．１％、女子約０．３％）となっている。

（ｂ）今後の課題

〇 基礎教育については、教育過程の基準の設定、教科書制度の改善・充実、学級編成

及び教職員配置の改善、公立学校施設の整備等により、教育の充実に努めてきており、

今後とも引き続き基礎教育の充実に努める。



〇 識字については、これまで、市町村が実施する識字学級の事業について補助を行う

とともに、識字教育の推進を図るため教育委員会の担当者による研究協議会を開催して

きており、今後とも引き続き施策の充実に努める。

（ト）特に困難な状況下の子供

（ａ）採られた措置と成果

〇 障害のある児童について、障害の早期発見、早期療育の充実を図り、また、施設入

所が必要な児童に対し、障害の種類に応じた適切な施設入所を確保するとともに、ノー

マライゼーションの理念を基本として、これらの児童が地域の中で必要な援助を受ける

ことができるよう、障害者プランに基づき、ショートステイ、ホームヘルプサービス等

の在宅福祉サービスの充実を図ってきている。特に、障害のある児童やその保護者から

の相談に応じ、適切な助言、指導を行うことは重要であり、２０００年６月に、身近な

地域で療育指導、相談等が受けられる障害児（者）地域療育等支援事業を新たに障害児

相談支援事業として法定化し、療育機能の充実を図った。また、児童相談所等の公的機

関による相談を行うとともに、親の会等の民間団体の行う相談指導事業に対する助成を

行っている。

〇 障害のある児童生徒については、その可能性を最大限に伸ばし、自立し、社会参加

するために必要な力を培うため、盲・聾・養護学校や特殊学級等において特別な配慮の

下により手厚く、きめ細かな教育を行うことが必要である。このため、我が国において

は、盲・聾・養護学校において、障害に応じた教育課程の作成、専門性のある職員の配

置、障害に応じた施設・設備の整備充実を図っているところである。

また、１９９９年には、障害の重度・重複化や多様化、社会の変化等を踏まえ、一人

一人の障害の状態に応じたきめ細かな指導等を充実するため、盲・聾・養護学校学習指

導要領等の改訂を行い、①自立活動の充実、②早期からの教育的対応、③職業教育の充

実、④交流教育の意義の明確化などの様々な改善を図ったところである。

〇 青少年の健全育成・非行防止について、児童館等の遊び場の整備、母親クラブ等の

地域組織活動を推進するとともに、児童相談所等における相談活動並びに児童自立支援

施設等における指導・育成の充実を図ることとしている。

〇 保護者のいない児童など保護を要する児童について、児童養護施設等への入所や里

親への委託等、家庭的な環境のもとで養育を行うための施策を推進している。

〇 性的虐待、性的搾取、危険な業務をはじめとする犯罪その他少年の健全育成を疎外

する行為により被害を受けた少年について、警察においては、精神的負担を軽減すると

ともに、その立ち直りを支援するため、少年問題の専門家である少年補導職員や少年相

談専門職員等（ ）の職員を配juvenile guidance official and specialists in juvenile counseling
置した少年サポートセンターを全国に設置し、保護者等と連携し、必要により部外の専

門家や民間ボランティアとの連携を図りながら、個々の少年の特性を踏まえたきめ細か

なカウンセリングを実施している。

少年の非行、家出、自殺等の未然防止及び被害少年の保護のために、都道府県の警察

本部や警察署、少年サポートセンターに少年相談の窓口を設け、少年や保護者等から悩

みや困りごとの相談を受け、必要な指導、支援等を行っている。加えて、少年が警察に



相談しやすいように 「ヤングテレホン・コーナー」等の名称で電話による相談窓口、

（ ）を開設したり、ファックスの設telephone counseling known as "young telephone corner"
置やフリーダイヤル化を進めている。

また、国際的にも問題となっている児童買春や児童ポルノは、児童の権利保護や健全

育成を図る上で大きな問題である。平成１１年１１月に施行された「児童買春、児童ポ

ルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」により、児童買春や児童ポル

ノに関する行為に対する積極的な取締りに努めている。テレホンクラブなどの営業に関

する違法行為や児童の福祉に反する行為に対しては、風俗営業等の規制及び業務の適性

化等に関する法律、児童福祉法等による取締りがなされているほか、条例による規制及

び地域における環境浄化活動などの諸対策が講じられている。

〇 学校における「いじめ」の問題について、法務省の人権擁護機関においては、これ

を人権侵犯事件として調査し、適切な処理を行うとともに、啓発冊子等の作成・配布、

講演会・シンポジウム・座談会の開催等を通じ 「いじめ」の根絶に向けて全国的な啓発、

活動を展開してきた結果、今日においては、マスコミを始め広く国民各層において、こ

の問題の深刻さ及び解決の重要性について認識される状況になってきている。

また、文部省では 「弱い者をいじめることは人間として絶対に許されない」との強い、

、 。認識に立ち 学校においてその解決のため真剣に取り組むよう教育委員会に促している

また、分かる授業を行い、子どもたちに達成感を味わわせ、楽しい学校を実現するとと

もに、規範意識などの心の教育の充実、生活指導に関する専門的・実践的研修の実施な

どの教員の指導力の向上、スクールカウンセラーの配置の拡充や「心の教室相談員」の

配置等による教育相談体制の充実、学校・家庭・地域の連携等の施策を一層推進するこ

ととしている。

更に、警察としては、いじめ事案の真相解明により加害少年に対する適切な処遇を図

っている。同時にいじめ事案の再発防止のため、少年相談の充実、地域住民への協力要

請等によるいじめ事案の早期把握、被害少年の性格、環境及び精神的ダメージの程度等

に応じたきめ細かなフォローアップ並びに解明した事案の背景等参考となる事項を関係

方面に提供することによる具体的対策の検討・推進を行っている。

〇 薬物乱用問題については、供給を絶つために、薬物の密輸入事犯の水際検挙を図る

とともに、薬物供給国に対し薬物取り締まりや代替作物に関する技術移転などの国際協

力を行っている。需要を抑制し、子供を含む全ての人々に薬物乱用を容認しない考え方

を形成していくとの観点から、乱用者の発見・検挙、予防教育、各種広報啓発活動及び

再乱用防止のための継続的な補導・治療等を行っている。

また、広報啓発活動として 「ダメ。ゼッタイ 」普及運動や麻薬・覚せい剤禍撲滅運、 。

動を展開したほか、特に、青少年に対する薬物乱用防止の啓発活動を推進するため、中

学、高校等の薬物乱用防止教室へ「薬物乱用防止キャラバンカー」を派遣したり、麻薬

取締官ＯＢ等による訪問指導を実施している。また、この薬物乱用防止教室は、１９９

８年５月「薬物乱用対策推進本部」において策定された「薬物乱用防止五か年戦略」に

、 、 。基づき すべての中学校 高等学校において年１回は開催するよう積極的に努めている

更に、教師用参考資料の作成・配布、教材の作成・配布、シンポジウムの開催及び競技

、場等の大型ディスプレイシステムを活用した広報啓発活動等の施策を実施するとともに



学習指導要領の改訂を行い、小学校においても薬物乱用に関する指導を行うことを明記

するなど、学校における薬物乱用防止教育の充実を図ることとしている。

更に、薬物の相談の充実を図るため、保健所での薬物相談事業に加え、都道府県等の

精神保健福祉センターにおいて、薬物関連問題相談事業を実施することとした。

〇 未成年者の喫煙については、未成年者喫煙禁止法により禁止されているが、１９９

８年度に実施した「喫煙と健康問題に関する実態調査」によると、１５歳から１９歳の

喫煙率は男子で１９．０％、女子で４．３％に上っている。こうした状況を踏まえ、我

が国では ２０００年３月に策定 公表した ２１世紀における国民健康づくり運動 健、 、 「 （

康日本２１ 」に基づき、未成年者の喫煙をなくす等の目標を掲げて取組を一層推進する）

こととしており、この一環として、未成年者の喫煙防止をメインテーマとして２０００

年に「世界禁煙デー記念シンポジウム」を開催したほか、インターネット等によるたば

この健康影響に関する正しい知識の普及啓発等、様々な対策を講じている。

未成年者の飲酒は、未成年者飲酒禁止法により禁止されているところであるが、１９

９７年に行った「未成年の飲酒行動に関する実態調査」によると、高校３年生男子の２

人に１人が月に１～２回飲酒しているとの報告がなされている。こうした未成年者の飲

酒は精神的、身体的影響が大きいとされており、未成年者及び周囲の大人に対するアル

コールの健康影響に関する正しい知識の普及が重要と考えられる。そのため、我が国で

は、都道府県に設置された精神保健福祉センターにおいて、未成年者に対する正しい知

識の普及及び相談指導等、総合的な対策を実施しており、アルコール関連問題の予防に

努めているところである。２０００年８月の閣議決定「未成年者の飲酒防止等対策及び

酒類販売の公正な取引環境の整備に関する施策大綱」に基づき、関係各方面による取組

を図っている。

また、たばこやアルコールが及ぼす健康への影響についてのビデオや映画の作成、喫

煙・飲酒に関する教師用参考資料の作成・配布、学習指導要領の改訂を行うなど指導の

充実を図っている。

〇 近年、我が国では児童虐待の問題が深刻化しており、児童虐待の早期発見、早期対

応、被虐待児童の適切な保護等の一層の充実が喫緊の課題となっている。こうした状況

を踏まえ２０００年１月に「児童虐待の防止等に関する法律」が施行されたところであ

る。

〇 特に困難な状況下の子供に関する取組の推進の観点も含め、政府の青少年育成施策

の基本方針等を定めた「青少年育成推進要綱」において、凶悪・粗暴な非行、いじめ・

暴力行為問題、薬物乱用対策、児童虐待問題等への対応を「当面特に取り組む課題」と

して位置付け、政府全体で取り組むこととしている。

（ｂ）今後の課題

〇 障害のある児童について、今後とも引き続き障害者プランに基づき、在宅対策、施

設対策の両者を有機的関連の下に推進し、地域における療育体制の整備を図る。

〇 障害のある児童生徒の教育の在り方については、障害の重度・重複化や社会のノー

マライゼーション等特殊教育をめぐる変化に鑑み、①医学、福祉、労働等と一体となっ

た早期から一貫した相談支援体制の整備、②福祉、医療等と連携した盲・聾。養護学校

の教育の充実、③学習障害等に対する指導の充実、④特殊教育関係教職員の専門性の向



上等について取り組む。

〇 児童買春、児童ポルノについて、引き続き、警察による取締りを積極的に行うとと

もに、この問題に対する施策の推進に努める。

また、２００１年１２月に児童の商業的性的搾取に反対する国際会議を我が国におい

て開催する。

〇 学校における「いじめ」について、法務省の人権擁護機関として、これまでの取組

に加えて、小・中学生などの児童が親しみやすいテーマや表現を用いるなどした啓発活

動を全国的に展開するとともに、学校その他の教育機関と連携しつつ、事案の迅速かつ

適切な処理に努める。

〇 青少年の間で、薬物乱用に対する警戒心や抵抗感が薄れ、薬物乱用が広がっている

、 、 、 、ことは 大変憂慮すべき状況であり 今後 学校等における薬物乱用防止に関する指導

地域・家庭の場における啓発活動の一層の充実強化を図る必要がある。

〇 未成年者の喫煙、飲酒について、特に飲酒については、未成年者の酒類への関心を

促すような酒類の宣伝広告や、コンビニエンスストア等で容易に酒類が入手できる環境

が問題となっており、関係各方面の積極的な取組により未成年者が容易に酒類を入手で

きない環境づくりに努める。また、医学的、精神保健的取組の強化についても、未成年

者のアルコール関連問題に関する相談体制の充実強化に努める。

〇 児童虐待について、今後は「児童虐待の防止等に関する法律」等を適切に運用し、

児童虐待への対応の一層の強化に努める。

（チ）国際協力

（ａ）採られた措置と成果

〇 二国間援助

我が国は、社会開発部門への援助に積極的に取り組んでおり、１９９９年の実績では

二国間ＯＤＡの約２０％がこの分野に向けられており、１９９１年以来９年連続して世

界第１位のＯＤＡ供与国である。

母子の健康、福祉の向上、児童の教育の普及に広く裨益する教育・保健・人口分野に

おける援助については、無償資金協力、技術協力を中心として行っており、１９９９年

， ． （ ） 、 ．の実績は１ ５７２ ５７百万ドル 約束額ベース で 二国間ＯＤＡシェアでは１１

４％を占めている 特に 保健医療分野における無償資金協力の実績は 過去５年間 １。 、 、 （

９９４年～１９９８年）の平均で、一般プロジェクト無償全体の約１５％、技術移転、

人材育成を目的とした専門家派遣数については全体の約１６％、研修員の受入について

約１７％を占めている。また、現在、保健医療、人口・家族計画、初・中等教育の分野

において、専門家派遣、研修員受入れ、機材供与を組み合わせたプロジェクト方式技術

協力を実施しているほか、青年海外協力隊を派遣している。教育分野では、小中学校建

設計画等のため１９９８年度で１８２．６０百万円の無償資金協力を実施している。

また、草の根無償資金協力やＮＧＯ事業補助金により、基礎生活分野等で草の根レベ

ルでの協力を行っているＮＧＯや地方公共団体等に対し支援を行っている。１９９８年

度の草の根無償資金協力のうち、医療、保健、教育関係は、６８６件、３，８１１百万

円であり、同スキーム全体の約６６．９％（金額ベース比）を占めている。



、 、 、我が国は 地球規模問題に対する貢献として 子供の問題に関する取組を進めており

１９９３年より開始された日米コモン・アジェンダ（ 地球的展望に立った協力のための「

共通課題 ）において、人口・エイズ及び子供の健康を総合した「人口・健康」とのアジ」

ェンダを設け、エイズを初めとする感染症対策支援、母子保健、人口・家族計画等の基

礎保健医療への支援、地球上のポリオ根絶に向けた協力等を推進してきている。

「人口・エイズ」分野では、１９９４年２月に我が国が発表した「人口・エイズに関

する地球規模問題イニシアティヴ（ＧＩＩ 」の２０００年度までの協力目標額３０億ド）

、 。ルに対し 当初の目標額を越える約３７億ドルを１９９８年度までの５年間で達成した

「子供の健康」分野に関しては、地球上からのポリオ根絶を重点分野と位置付けてお

り、その第一の重点援助地域として我が国がイニシアティヴをとって協力を進めてきた

西太平洋地域ではポリオの根絶が成功し、２００５年の世界のポリオ根絶目標に向け、

南アジア及びアフリカでのポリオ根絶への協力を拡大している。我が国はポリオ根絶に

向け、１９９９年には３７．９１億円の拠出を行っている。

開発途上国における女性支援（ＷＩＤ）／ジェンダーでは、全世界の貧困状態にある

脆弱な立場１３億人のうち７０％が女性であり、教育、雇用、健康面でも多くの女性が

に置かれていること、また、開発途上国において均衡のとれた持続的な開発を実現していくた

め、男女の均衡な開発への参加とそこからの受益を図る必要があることから、我が国は、１９９

ＷＩＤイニシアティブ」を発表し、開発援助実施に際し女性の教育、健康、経済５年に「

・社会活動への参加を重視することとしている。

２０００年７月の九州・沖縄Ｇ８サミットでは、エイズ、結核、マラリア等の感染症

が途上国の経済社会開発の重大な阻害要因となっていることから、具体的な目標を掲げ

て、先進国、途上国、国際機関、市民社会を含む「新たなパートナーシップ」の下での

取り組みを強化することが合意されたところである。また、この機会に我が国は、議長

国かつリーディング・ドナーとしての指導性を発揮するため 「沖縄感染症対策イニシア、

ティブ」として、エイズを始めとする感染症対策を強化し、今後５年間で３０億ドルを

目途とする協力を行う旨表明した。２０００年１２月には、九州・沖縄Ｇ８サミットの

フォローアップとして、Ｇ８の他途上国、関係国際機関、ＮＧＯ等の代表が参加して、

それぞれの特性・役割を踏まえ 「新たなパートナーシップ」を如何に機能させ、強化さ、

せていくかにつき議論した。

〇 国際機関を通じた協力

（ｉ）児童救済分野における協力

、 （ ）我が国は 国連の児童救済分野の指導的機関である国際連合児童基金 ＵＮＩＣＥＦ

に対し１９５２年より拠出（一般拠出）を行っており、１９９９年度は２５，２２９千

ドルをＵＮＩＣＥＦの一般財源へ拠出（第６位）した。また、我が国は、一般拠出に加

え、１９９５年度より、ＵＮＩＣＥＦのアジア地域の女児の教育プログラムを支援する

ため、特別拠出として１００万ドルを拠出しているとともに、さらに、避難民等の児童

の救済のため、東チモールへの緊急人道支援（１９９９年 、コソヴォにおける学校再建）

事業（２０００年）等のＵＮＩＣＥＦによる緊急事業へ拠出をしている。

また、我が国は、１９８８年以来ＵＮＩＣＥＦとのマルチ・バイ協力による援助を行

っており、１９９９年度、アフリカ・アジア・太平洋諸国１４ヵ国に対し予防接種拡大



計画事業（ＥＰＩ）に必要なワクチン、機材等約４．３億円分を供与した。

（ｉｉ）保健・衛生分野における協力

我が国は、世界保健機関（ＷＨＯ）やＵＮＩＣＥＦ等、他援助国・機関との連携を通

じ、拡大予防接種計画事業、結核対策事業等の国際保健事業に協力を行っている。特に

ポリオ対策については、西太平洋地域の根絶のため主要な役割を果たした。また、エイ

、 、 （ ） 、ズ対策については これまで我が国は 国連合同エイズ計画 ＵＮＡＩＤＳ 設立以来

年間約６億円を拠出し、途上国のエイズ対策への支援を行っている。

（ｉｉｉ）女性支援（ＷＩＤ）／ジェンダー分野における協力

我が国は、国連開発計画（ＵＮＤＰ 、国際農業開発基金（ＩＦＡＤ）を通じて、ＷＩ）

Ｄ／ジェンダーの視点を取り入れた開発援助の拡充に努力している。我が国は、１９９

５年、途上国の女性支援を目的としてＵＮＤＰにＷＩＤ基金を設置し、１９９９年度ま

でに累計で約１，１０２万ドルを拠出している。この基金は、ジェンダーの平等化及び

女性のエンパワーメントを推進するプログラムを支援するもので、教育、健康、経済・

社会活動の参加を重点的に支援するものである。これにより、例えば、カンボディアで

は女性の経済的地位向上のため、マイクロ・ファイナンスを通じて貧困撲滅を図るプロ

ジェクトを実施したが、女性の安定的な収入源が確保されることで、子どもたちが労働

力として働きに出されることが少なくなり、地元の学校では児童の就学率が約９％上昇

した。また、グアテマラでは、女子初等教育の充実を図る国家的取り組みを支援するた

め、女子教育の関するセミナー開催に対する協力プロジェクトを実施した。

ＩＦＡＤは、農村開発における女性の役割を重視しており、我が国としてジェンダー

分野でのＩＦＡＤの活動を積極的に支持すべく、１９９５年に「日本、ＩＦＡＤ、途上

国の女性信託基金（ 」を設立した。我がSpecial Contribution for Women in Development ）
国は、これまで同基金に対し４４５万ドルの拠出を行うとともに、２７件のプロジェク

トを承認してきている。具体的には、ＩＦＡＤの融資案件にジェンダーの配慮を付すた

めの各種調査、ワークショップ・シンポジウム開催及びデータベースの構築によるＩＦ

ＡＤに蓄積された情報・知識の伝播、また、ＩＦＡＤが貧困削減の有力な手段として位

置づけているマイクロ・ファイナンスに関する調査等を実施してきている。最近では１

９９９年７月、東京において「アジア危機と農村における貧困」と題したシンポジウム

が開催され好評を博した。

（ｉｖ）教育分野における協力

我が国は、国際連合教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）を通じ、次のとおり教育分野

での協力を実施している。①アジア・太平洋地域の非識字者への教育の普及と初等教育

の完全普及を支援する「教育の完全普及に関するアジア・太平洋地域事業計画（ＡＰＰ

ＥＡＬ 」に対する識字教育信託基金（２０００年度４，４００万円拠出）及びコミュニ）

ティ識字センター信託基金（２０００年度２，０００万円拠出 、②各国間の教育協力を）

強化し、開発途上国が教育制度・内容・方法を自ら発展できるように支援する「アジア

・太平洋地域教育開発計画（ＡＰＥＩＤ 」に対する巡回講師団信託基金（２０００年度）

９００万円拠出 、③エイズ予防に関する教育事業への支援としての「エイズ予防教育の）

ためにエイズ教育信託基金 （２０００年度７１０万円拠出）等への拠出。」

〇ＮＧＯを通じた協力



我が国は、ＮＧＯ事業補助金や草の根無償資金協力等の制度により、母子の健康、福

祉の向上、児童の教育の普及に広く裨益する医療、保健、教育分野において、草の根レ

ベルでの支援活動を行っている我が国ＮＧＯに対し資金面での協力を行っており、これ

らの制度はＮＧＯが被援助国においてきめ細かい援助を実施できるよう大きく貢献して

いる。我が国は１９９９年度、ＮＧＯ事業補助金により約３７３．２２３百万円、草の

根無償により約３８７．１百万円の支援を行った。

（ｂ）今後の課題

〇 二国間援助

我が国は、社会開発部門への支援に際して、基礎教育、保健医療分野での支援が果た

す役割が極めて大きいほかＷＩＤの視点も重要であるとの観点から、今後とも、無償資

金協力、技術協力を中心として本件分野の援助の充実に努める。その際、地球規模問題

への取り組み、子供の状況改善をもたらす援助を重視するとの観点から、途上国の作成

する国内行動計画の内容に十分留意する。以上を踏まえ我が国としては次のような支援

を行う。

（ｉ）基礎教育分野

①校舎・資機材のようなハード面での協力とともに学校運営等の組織・機能強化の支

援、カリキュラム・教科教育、教育行政両面にわたるソフト面での協力強化を図る。

②特に女子の基礎教育支援を重視していく。

③開発の主体である住民への啓蒙活動や、協力案件の実施において住民参加を進める

ため、青年海外協力隊の活用やＮＧＯとの積極的な連携を図る。

④基礎教育への支援が各地の実情に応じ職業教育の促進や就業能力の向上に結びつく

よう努める。

（ｉｉ）保健医療分野

①保健医療体制の中核となる施設へのハード・ソフト両面での支援を引き続き行う。

②プライマリー・ヘルス・ケアの視点を重視しつつ、可能な限り多くの人々に基礎的

な保健医療サービスを提供する保健医療システムの構築を支援する。

③我が国の経験を最大限活かし開発途上国政府の状況に応じた政策立案・実施能力向

上を支援し、政策対話を通じ保健医療政策の改善を促していく。

④協力の効果を持続的なものとするため、住民の参加及びＮＧＯとの連携を積極的に

進める。

⑤経済危機等の影響は社会的弱者とその健康面に最も現れやすいことに留意し、健康

面でのこれまでの成果が失われないように努める。

（ｉｉｉ）地球規模問題（保健関連）

増加の一途にある世界の人口は、特に多くの開発途上国においては、飢餓、教育の遅

れ、環境悪化等の問題と深く結びついている。また、ＨＩＶ／エイズを含む感染症は、

開発途上国の住民の健康に深刻な影響を及ぼし開発の大きな阻害要因となっている。こ

れらの問題に対処するため、我が国は、１９９４年、ＧＩＩを発表し積極的な取組を行

、 「 」 、ってきたほか 九州・沖縄サミットに際し 沖縄感染症対策イニシアティブ を発表し

感染症対策を強化している。また、我が国はＵＮＡＩＤＳを中心として、国際的なエイ

ズ対策を支援している。これを踏まえ、我が国としては地球規模問題分野（保健関連）



について次のような支援を行う。

①引き続き、リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）の視点を踏まえ、

人口・家族計画等直接的対策への協力に加え、女性と子供に対する基礎的保健医療や初

等・中等教育の実施、女性の地位向上等への支援を含めた包括的な取組を行い協力を進

めていく。

②きめ細かい対応が不可欠であり、地方政府やＮＧＯとの連携を深めていく。

③エイズ対策については、沖縄感染症対策イニシアティブに基づき協力を進めていく

とともに、ＵＮＡＩＤＳとの協力をさらに深め、国際的なエイズ対策に貢献し、二国間

協力と国際機関との連携を強化していく。

〇 国際機関を通じた協力

（ｉ）我が国のＵＮＩＣＥＦに対する一般拠出は第６位（１９９９年度）で、総拠出に

占めるシェアは７．３５％であるところ、我が国の国連分担率が１７．９８１％（１９

９８年より適用）であることを念頭におきつつ、今後、我が国の経済力に相応しい貢献

を行うべく、今後ともＵＮＩＣＥＦに対する可能な限りの援助に努める。

一般拠出以外の分野は、ＵＮＩＣＥＦとのマルチバイ協力については一層充実化して

いく。

（ｉｉ）我が国の援助を効果的・効率的に実施されるためには、他の国際機関と緊密な

連携・協力を行いつつ、単に援助の重複を避けるのみならず、援助の相乗効果を目指す

ことが不可欠である。その際、開発途上国自身の援助受入れ調整能力の強化を支援する

ことも重要である。以上を踏まえ、次の諸点に配慮する。

・国際機関への主要な資金拠出国として、その運営に我が国の考え方を反映させ、我が

国のイニシアティブを発揮するよう努める。

・国際機関が豊かな経験を有し得意とする分野において我が国との連携や協力の可能性

を追求する。

・援助調整においては、国際機関を中心としたメカニズムが存在するところ、被援助国

の主体的取組に留意しつつ、セクター・プログラムを含め我が国としても引き続きこれ

に参加・貢献する。

・現地における相手国政府、援助国・援助機関間の緊密な情報・意見交換や連携、ある

いは日米コモン・アジェンダのような他の援助国との二国間の援助国との二者間の援助

協議や国際機関との連携を通じても積極的に協力を進める。

（ｉｉｉ）教育分野での協力について、今後ともＵＮＥＳＣＯとの連携を密にしつつ、

ＥＦＡの目標達成に向けた途上国の努力を支援する。

〇 ＮＧＯに対する支援

前述のＮＧＯに対する支援プログラムを利用し、今後ともＮＧＯとのパートナーシップ

を一層重視し、これまで以上に支援を進めるよう努める （了）。



付 録

［目標１］２０００年までに５歳未満の乳幼児の死亡率を１９９０年の３分の１、もしくは１０００人あたり７０の

レベルに、いずれか低い方まで引き下げる。

表１．５歳未満の乳幼児死亡率（ 人中の人数） 表２．１歳未満の乳幼児の死亡率（ 人中の人数）1,000 1,000
年 計（人） 男子 女子 年 計 人 男子 女子（ ）

１９９０ ６．５ ７．２ ５．８ １９９０ ４．６ ５．０ ４．２

１９９１ ６．２ ６．６ ５．７ １９９１ ４．４ ４．６ ４．２

１９９２ ６．３ ６．９ ５．６ １９９２ ４．５ ５．０ ４．０

１９９３ ６．１ ６．６ ５．６ １９９３ ４．３ ４．７ ４．０

１９９４ ５．８ ６．４ ５．１ １９９４ ４．２ ４．７ ３．８

１９９５ ５．９ ６．５ ５．４ １９９５ ４．３ ４．６ ３．９

１９９６ ５．２ ５．８ ４．７ １９９６ ３．８ ４．１ ３．４

１９９７ ５．１ ５．４ ４．８ １９９７ ３．７ ４．０ ３．４

１９９８ ２．６ ５．４ ４．７ １９９８ ３．６ ３．８ ３．４

１９９９ ４．７ ５．１ ４．３ １９９９ ３．４ ３．７ ３．１

２０００ ２０００

［目標２］２０００年までに母親の死亡率を１９９０年の半分に引き下げる。

表１． 母親（妊娠中及び妊娠終了後４２日以内）の死亡率（ 人中の人数）100,000
年 人

１９９０ ８．６０

１９９１ ８．９９

１９９２ ９．１８

１９９３ ７．６６

１９９４ ６．１４

１９９５ ７．１６

１９９６ ５．９７

１９９７ ６．５５

１９９８ ７．１５

１９９９ ６．１１

２０００

［ ］ 。目標３ ２０００年までに５歳未満の子供の強度あるいは中程度の栄養不良を１９９０年の半分にまで引き下げる

［目標４］安全な飲料水への普遍的なアクセス。

表１．水道水の普及率

年 ％

１９９０ ９４．７ （２）公共の配水塔（栓）

１９９１ ９４．９ （３）水掘用の穴

１９９２ ９５．１ （４）井戸

１９９３ ９５．３ （５）泉

１９９４ ９５．５ （６）雨水

１９９５ ９５．８ 「データなし」

１９９６ ９６．０

１９９７ ９６．１

１９９８ ９６．３

１９９９ ９６．４

２０００



［目標５］衛生的な下水処理への普遍的なアクセス。

表１．生活排水処理施設での処理率 表２．単独処理浄化槽での処理率

（下水道、農業集落配水施設、合併浄化槽等）

年度 ％ 年度 ％

１９９０ ４５．５５ １９９０ ２０．３４

１９９１ ４６．１０ １９９１ ２１．８４

１９９２ ４８．２２ １９９２ ２１．７２

１９９３ ５０．３２ １９９３ ２１．４６

１９９４ ５２．４８ １９９４ ２１．２２

１９９５ ５４．５６ １９９５ ２０．８３

１９９６ ５６．７９ １９９６ ２０．４４

１９９７ ５８．９７ １９９７ １９．９４

１９９８ ６０．２０ １９９８

１９９９ １９９９

２０００ ２０００

表３．トイレの非水洗化率

年度 ％

１９９０ ３４．０７

１９９１ ３１．９７

１９９２ ３０．０５

１９９３ ２８．２２

１９９４ ２６．３０

１９９５ ２４．６１

１９９６ ２２．７７

１９９７ ２１．１０

１９９８

１９９９

２０００

［目標６］基礎教育への普遍的なアクセス、及び学齢期（小学校）の子供の少なくとも８０％が小学校の教育を受け

ること。

表１．初等学校の１学年に入学した子供で５学年に達した者の割合

年 計（％） 男子 女子

１９９０ １００．０９ １００．１１ １００．０７

１９９１ １００．０６ １００．０９ １００．０４

１９９２ １００．００ １００．０３ ９９．９８

１９９３ ９９．９５ ９９．９６ ９９．９３

１９９４ ９９．９３ ９９．９５ ９９．９１

１９９５ ９９．９４ ９９．９５ ９９．９２

１９９６ ９９．９５ ９９．９６ ９９．９４

１９９７ ９９．９５ ９９．９７ ９９．９４

１９９８ ９９．９２ ９９．９４ ９９．９０

１９９９ ９９．９２ ９９．９６ ９９．８９

２０００ ９９．９０ ９９．９３ ９９．８７

・当該年の４年前の１学年の在学者／当該年の５学年の在籍者×１００

・各年５月１日現在の数値である。



表２．初等学校の在籍者の割合

年 計（％） 男子 女子

１９９０ ９９．２２ ９９．２４ ９９．２０

１９９１ ９８．９９ ９８．９０ ９９．０９

１９９２ ９８．８４ ９８．７８ ９８．９０

１９９３ ９９．３０ ９９．２３ ９９．３７

１９９４ ９９．２６ ９９．２０ ９９．３３

１９９５ ９９．０９ ９９．１１ ９９．０７

１９９６ ９８．６３ ９８．６３ ９８．６３

１９９７ ９８．６７ ９８．６８ ９８．６５

１９９８ ９９．１０ ９９．０８ ９９．１２

１９９９ ９９．２３ ９９．２４ ９９．２３

２０００

・小学校及び盲学校・聾学校・養護学校の小学部の在籍者の合計である。

・各年５月１日の在籍者数である。

○「初等学校への出席数」はデータなし

［目標７］２０００年までに大人の非識字率を少なくとも１９９０年の半分に引き下げること。その際、婦人の識字

に重点を置く。

○「識字率」はデータなし

［目標８］特に困難な状況にある子供の保護及び係る状況への取組。

表．１５歳に達しない身体障害児及び知的障害児の数とその総人口に占める割合

年 身体障害児（人） 知的障害児（人）

１９９０ ( )－ 72,100 0.058%
－１９９１ ( )60,100 0.049%

－ －１９９２

－ －１９９３

－ －１９９４

１９９５ ( )－ 65,500 0.052%
－１９９６ ( )64,600 0.051%

－ －１９９７

－ －１９９８

－ －１９９９

－ －２０００

［目標９］女児の健康・栄養及び妊産婦への特段の配慮。

○「５歳に満たない者の死亡率」はデータなし

○「体重不足」はデータなし

○「出産前のケア」はデータなし

○「貧血」はデータなし



［目標１０］全ての夫婦が早すぎる、頻繁すぎる、遅すぎる、多すぎる妊娠を予防するためのサービス、情報へアク

セスできること。

○「１５歳から４９歳までの女性の避妊具使用」はデータなし

表１．１５歳から１９歳までの女性の出産率 表２．出産率（平均出産人数）

（１５歳から１９歳の女性 人中の人数）1,000
年 人 年 人

１９９０ ３．６ １９９０ １．５４

１９９１ ３．８ １９９１ １．５３

１９９２ ３．９ １９９２ １．５０

１９９３ ４．０ １９９３ １．４６

１９９４ ３．９ １９９４ １．５０

１９９５ ３．９ １９９５ １．４２

１９９６ ４．３ １９９６ １．４３

１９９７ ４．６ １９９７ １．３９

１９９８ ４．６ １９９８ １．３８

１９９９ ４．９ １９９９ １．３４

２０００ ２０００

［目標１１］全ての妊婦が出生前のケア、出産時に介護、危険性の高い妊婦及び非常時のための設備にアクセスでき

ること。

○「出産前のケア（１５歳から４９歳の女性が妊娠中に少なくとも１回産婦人科へ行った割合 」はデータなし）

表．出産のケア（医師等の立会による出産）

年度 ％

１９９０ ９９．９８

１９９１ ９９．９８

１９９２ ９９．９８

１９９３ ９９．９８

１９９４ ９９．９７

１９９５ ９９．９７

１９９６ ９９．９７

１９９７ ９９．９７

１９９８ ９９．９７

１９９９ ９９．９７

２０００

○「産科のケア（人口５００，０００人に対する包括的な出産手当ができる設備の数」はデータなし

○「産科のケア（人口５００，０００人に対する基本的な出産手当ができる設備の数」はデータなし



［目標１２］出産時の体重が２．５ｋｇに達しない子供の率を１０％未満にすること。

表．出産時の体重が２．５ｋｇに達しない子供の率

年 計（％） 男子 女子

１９９０ ６．３ ５．７ ７．０

１９９１ ６．５ ５．９ ７．２

１９９２ ６．７ ６．１ ７．３

１９９３ ６．８ ５．３ ６．５

１９９４ ７．１ ６．４ ７．９

１９９５ ７．５ ６．７ ８．３

１９９６ ７．５ ６．８ ８．３

１９９７ ７．９ ７．０ ８．８

１９９８ ８．１ ７．３ ９．０

１９９９ ８．４ ７．５ ９．３

２０００

［目標１３］鉄分欠乏による貧血の女性を１９９０年のレベルの１／３にすること。

○「貧血」はデータなし

［目標１４］ヨウ素欠乏症の撲滅。

○「ヨウ素添加塩の消費」はデータなし

○「尿中のヨウ素欠乏」はデータなし

［目標１５］ビタミンＡ欠乏と盲目を含むその結果の撲滅。

○「ビタミンＡサプリメントを投与された子供」はデータなし

○「ビタミンＡサプリメントを投与された母親」はデータなし

○「ビタミンＡの欠乏」はデータなし

［目標１６］全ての母親が、４ヶ月から６ヶ月の間専ら母乳で子供を育てるか、又は２年間は補助食品とともに母乳

で子供を育て続けること。

表．４ヶ月（１２０日）に達しない子供で専ら母乳で育てられている子供の割合

月 齢

１ヶ月以上～２ヶ月未満 ４４．１％

２ヶ月以上～３ヶ月未満 ４１．５％

３ヶ月以上～４ヶ月未満 ３７．５％

・乳幼児身体発育調査（１９９０年のデータ。当該調査は１０年に１度）

表．６～９ヶ月（１８０日～２９９日）の子供で母乳と補助食品で育てられている子供の割合

月 齢 離乳開始前 離 乳 中

６ヶ月以上～７ヶ月未満 １．３％ ９８．７％

７ヶ月以上～８ヶ月未満 ０％ １００ ％

８ヶ月以上～９ヶ月未満 ０％ １００ ％

・乳幼児身体発育調査（１９９０年のデータ。当該調査は１０年に１度）



表．１２～１５ヶ月の子供で母乳で育てられている者の割合及び２０～２３ヶ月の子供で母乳で育てられている者

の割合

月 齢 離乳開始前 離 乳 中 離乳完了

ヶ月以上～ ヶ月未満 ０．３％ ２２．８％ ７６．９％12 13
ヶ月以上～ ヶ月未満 ０％ １３．２％ ８６．８％13 14
ヶ月以上～ ヶ月未満 ０％ ４．２％ ９５．８％14 15

ヶ月以上～ ヶ月未満 ０％ ０．３％ ９９．７％20 21
ヶ月以上～ ヶ月未満 ０％ ０．８％ ９９．２％21 22
ヶ月以上～ ヶ月未満 ０％ ０．３％ ９９．７％22 23
・乳幼児身体発育調査（１９９０年のデータ。当該調査は１０年に１度）

○「ＢＦＨＩ( )による「子供への配慮」を採っている病院、産科施設の数」はデータBaby Friendly Hospital Initiative
なし

［目標１７］１９９０年代の終わりには全ての国が成長促進とそのモニタリングシステムを構築すること。

（データなし）

［目標１８］食糧の安全を確保するため、食糧生産の促進する知識・サービスを広めること。

（データなし）

［目標１９］２０００年までにポリオを撲滅する。

○「年間のポリオ感染者の数」はデータなし

［目標２０］９５年までに破傷風を排除する。

○「年間の破傷風感染者の数」はデータなし

［目標２１］将来に向けて世界的にはしかを撲滅するためのステップとして、９５年のレベルからはしかによる死亡

を９５％、はしか感染を９０％削減する。

表．年間の５歳未満のはしかによる死亡者の数 表．年間の５歳未満のはしか感染者の数

年 人 年 人

１９９０ ３４ １９９０ ３４，４４７

１９９１ ２３ １９９１ ４６，５３１

１９９２ ７ １９９２ ２０，７００

１９９３ ９ １９９３ ２４，０４９

１９９４ ４ １９９４ １４，９７３

１９９５ ３ １９９５ １２，８７０

１９９６ １０ １９９６ １５，８４７

１９９７ １１ １９９７ １０，８９３

１９９８ １８ １９９８ ６，８３４

１９９９ １９９９

２０００ ２０００



［目標２２］少なくとも２０００年には１歳に満たない子供の９０％をカバーするジフテリア、百日咳、破傷風、は

しか、ポリオ、結核及び出産可能な年齢の女性の破傷風に対する高度は予防。

（データなし）

［目標２３］５歳に満たない子供の下痢による死亡の５０％削減及び重大な結果につながる下痢の２５％削減

表．５歳に満たない子供の下痢による死亡の数

年 計（人） 男子 女子

１９９０ ２７ １３ １４

１９９１ ３５ １９ １６

１９９２ ２７ １８ ９

１９９３ ２９ １８ １１

１９９４ ３１ １５ １６

１９９５ ３０ １８ １２

１９９６ ３６ ２０ １６

１９９７ ３０ ２０ １０

１９９８ ３９ ２２ １７

１９９９ ２５ １７ ８

２０００

○「下痢のケース（５歳に満たない子供の重大な下痢の件数の平均 」はデータなし）

○「下痢にかかった０ヶ月から５９ヶ月の子供で経口水和塩若しくはその他の適切な家庭での解決策により処置さ

れた者の割合」はデータなし

○「下痢の家庭での管理（下痢にかかった０ヶ月から５９ヶ月の子供で症状が改善されていない者の割合 」はデー）

タなし

［目標２４］５歳に満たない子供の呼吸器の疾患による死亡を１／３にする。

表．５歳に満たない子供の呼吸器の疾患による死亡の数

年 計（人） 男子 女子

１９９０ ３３４ ２０３ １３１

１９９１ ３００ １５４ １４６

１９９２ ２５９ １３７ １２２

１９９３ ２６７ １４８ １１９

１９９４ ２２７ １２９ ９８

１９９５ ３０６ ２０６ １００

１９９６ ２６０ １４１ １１９

１９９７ ２７０ １４６ １２４

１９９８ ３０６ １７３ １３３

１９９９ ２８１ １４３ １３８

２０００

○「呼吸器の疾患にかかった０ヶ月から５９ヶ月の子供で適切なヘルスプロバイダーにかかった者の割合」はデー

タなし

［目標２５］２０００年までにギニア・ウオームを撲滅する。

○「全人口の中でギニア・ウオームの被害にあった者の数」はデータなし



［目標２６］幼児の開発のための活動

表．保育園、幼稚園による開発（保育園、幼稚園に通っている３６ヶ月から５９ヶ月までの子供の割合）

表ー１．幼稚園

年 計（人） ３歳児 ４歳児

１９９０ １，０７０，２５７ ２７５，２０１ ７９５，０５６

１９９１ １，０７４，３６９ ３００，２４２ ７７４，１２７

１９９２ １，０７７，６３２ ３２３，７７６ ７５３，８５６

１９９３ １，０６４，５０８ ３２２，７６３ ７４１，７４５

１９９４ １，０２９，８５５ ３２６，６１０ ７０３，２４５

１９９５ １，０３１，３２２ ３４１，５１５ ６８９，８０７

１９９６ １，０４０，３４３ ３４６，６７５ ６９３，６６８

１９９７ １，０３２，５１６ ３５０，４０１ ６８２，１１５

１９９８ １，０４４，３９７ ３７１，３０８ ６７３，０８９

１９９９ １，０４９，９２１ ３５８，０９３ ６９１，８２８

２０００ １，０２７，０４３ ３７０，２３７ ６５６，８０６

表ー２．保育所

年 計（人） ３歳児 ４歳児

１９９０ ７４９，２８７ ３１７，１４１ ４３２，１４６

１９９１ ７４８，２６１ ３１７，８１６ ４３０，４４５

１９９２ ７４０，６９７ ３１８，７４５ ４２１，９５２

１９９３ ７３２，４１１ ３２０，００２ ４１２，４０９

１９９４ ７２２，１２１ ３１６，６４０ ４０５，４８１

１９９５ ７２６，３２３ ３２３，５５７ ４０２，７６６

１９９６ ７３２，５８７ ３２５，２９９ ４０７，２８８

１９９７ ７４２，９１２ ３３５，８１３ ４０７，０９９

１９９８ ７７０，０６１ ３４８，１０４ ４２１，９５７

１９９９

２０００

○「低体重」はデータなし

［目標２７］全ての教育分野を通じたよりよい生活に要求される知識、能力、価値の習得の増進

（レポート参照）

［追加：子供の権利の監視］

０ヶ月から５９ヶ月の子供で出生届をしている者の割合

（データなし）

［追加：子供の病気の管理とマラリア］

子供の病気の家庭での管理

（データなし）

［追加：エイズ］

（データなし）


